
 

 

 

 

平成２９年度予算概算要求においては、「地域公共交通確保維持改善事業」について、交

通政策基本計画（平成２７年２月１３日閣議決定）に掲げられた目標の達成に向けて、計画

に基づく施策の着実な進捗を図ることとし、全国各地における地域の多様な関係者の連携

による生活交通の確保・維持や快適で安全な公共交通の構築に向けた取組を効率的かつ効

果的に支援していくこととしております。 

具体的には、「効率的かつ持続可能なネットワークの形成の促進」を柱とし、 

① 地域公共交通ネットワーク再編の促進 

② 被災地のバス交通等に対する支援 

などを要求しております。 

こうした要求内容により、全体で約２８１億円の要求（対前年度比で約５３億円の増額要

求）となっています。 

この他に、復興庁計上分として、東日本大震災の被災地におけるバス交通等の確保のため、

約１４億円を要求しています。 

さらに、平成２７年度に創設された、地域公共交通ネットワークの再構築を担う新設事業

運営会社に対する独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の出資制度について、産業

投資１２億円を要求しています。 

 

本制度の活用にご関心をお持ちの方は、本メールマガジン末尾に記載の連絡先または最

寄りの地方運輸局交通政策部交通企画課までお尋ね下さい。 

 

 

平成２９年度予算概算要求について 
～地域公共交通ネットワークの再構築に向けた支援～ 

（国土交通省総合政策局公共交通政策部交通支援課） 


